





























































































































































































































(13) 成田空港問題，および「成田空港　空と大地の歴史館」の開館問題については，N A Aのサイト
（http://www.naa.jp/jp/csr/kyosei_suii.html）および「成田空港空と大地の歴史館」のサイト（http://www.rekishiden-
sho.jp/rekishikan/rekishikan_top.html）を参照（いずれも2014年１月10日に中村が確認）。
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訴した。以来，1992（平成４）年の第４次訴訟まで，住民726人が原告という，日本最大の原告
を数える公害裁判となった。この裁判は，1995年３月，被告企業９社との間で和解が成立し，両
者が西淀川地域の再生のために努力しあうことを確認した。そして和解金の一部を基金として，
1996年９月に環境庁の許可のもと，あおぞら財団（公害地域再生センター）が設立された。あお
ぞら財団は，「西淀川地域資料室」を開設し，西淀川公害訴訟弁護団や西淀川公害患者と家族の会
が所蔵している資料など，公害の経験を伝える貴重な資料類の公開・活用に向けた準備作業を続け，
1999年には利用者への情報提供を開始した。また，全国の公害・環境問題資料の保存・活用のた
めのネットワーク形成などにも取り組むようになり，2006年３月18日，資料の利用体制の充実，
映像資料閲覧の拡充，公害・環境問題情報の発信拠点などを目指し，「西淀川・公害と環境資料館
（エコミューズ）」を開館した（14）。
２　保存・調査・活用をめぐって
以上，1945年から2000年代をも含む，市民活動資料をめぐる状況を具体的な事例を交え紹介し
てきたが，ここでは，一部ではあるが市民活動資料の保存・調査・活用をめぐる様々な動きを紹介
したい。
（1）資料の保存をめぐって
最初に「住民図書館」資料の移管問題がある。1976年に開設した「住民図書館」は，慢性的な
財政難により，資料の保存が大きな問題となっていた。これに対し，援助の手を差し伸べたのが，
1997年７月８日に埼玉大学経済学部内に発足した，「埼玉大学社会動態資料センター」である。国
立大学の社会貢献が強く求められた1990年代後半，同センターは「市民に開かれ，市民に支えら
れるセンター」（同センター長であった上井喜彦の表現）という方向で設置された（15）。その後，同
センターは2001年に文系３学部が共同運営する「埼玉大学共生社会研究センター」と改称，さら
に2008年には全学組織として「埼玉大学共生社会教育研究センター」と改称された。
このような中で，埼玉大学は大学の枠にとらわれずに資料の保存・活用をしていく可能性を探り
始めた。その結果，2008年４月より立教大学との間に協議が重ねられ，2009年３月に資料を共同
管理し，広く社会的に利用し，活用することを確認する覚書の調印に至った。これにより，交通の
便のよい立教大学に2010年３月下旬，まず住民図書館およびアジア太平洋資料センターのミニコ
ミ約24万点が移管された（16）。
(14) 「あおぞら財団」のサイト全般およびエコミューズのサイト（http://www.aozora.or.jp/ecomuse/）を参照（2014
年１月10日に中村が確認）。
(15) 上井喜彦「住民図書館の二五年と大学の役割」（住民図書館25年史編集委員会編『住民図書館25年のあゆみ』
住民図書館，2001年），171頁を参照。
(16) 藤林泰「立教大学と新たな共同事業に向けて」（埼玉大学共生社会教育研究センター広報誌『プリズム』№６，
2009年），４頁および平野泉「研究資源としてのミニコミ―立教大学共生社会研究センターとしての事例」（『情
報の科学と技術』第63巻10号，2013年）421頁を参照。
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また，2002年に廃止となった東京都立多摩社会教育会館の市民活動サービスコーナーによって
保管されてきた「段ボール500箱」のミニコミ等については，2003年に発足した「市民活動資料
室を考える会連絡会」によって，立川市の施設に保管されることになった。同連絡会をもとに
2006年に「市民活動資料・情報センターをつくる会（以下，「資料センターの会」と略称－引用者）」
が発足し，市民活動資料についての学習会やシンポジウム，先行施設の見学会などを開催すること
で，資料センター開設に向けての情報を収集し，開設を模索してきた。そして，2010年７月４日
に「市民活動資料センター設立基金」創設集会を開催した。
話が前後するが，2007年にはNPO法人「市民活動サポートセンター・アンティ多摩」と「資料
センターの会」が共同で「ミニコミ広場」を立川市内に開室した。そこに置かれるのは2002年以
降に収集を継続しているもので，「ミニコミ，広報紙，チラシなど段ボール100箱前後」であり，
それらを「約100団体と定期的に資料交換」している。ファイル数は約1,000になる（17）。
段ボール約500箱の資料群については，法政大学サステイナビリティ研究機構「環境アーカイブ
ズ」（18）へ公開のために寄託することとし，2011年12月６日に移管された。翌年３月，寄託に関す
る協定書を交わし，公開のための整理（再分類含む）・保存作業に取り組んでいる。そして2002
年以降収集の資料群については，立川市幸町のNPO法人「グリーンサンクチュアリ悠」の建物群の
一つに2010年６月に移転した。現在その建物を改修して，「市民アーカイブ多摩（仮称）」として
公開する方向にある。
（2）資料の調査をめぐって
調査の観点で特筆すべき刊行物としては，『市民活動資料の保存・整理・公開に関する全国調査
報告（以下，『全国調査報告』と略称－引用者）』があげられる。この報告書は，「市民・住民運動
資料研究会」によって編集され，「市民活動サポートセンター・アンティ多摩」が制作し，トヨタ
財団の「2004年度地域社会プログラム」の助成を受けて，2006年６月28日に発行された。
全127頁に及ぶこの報告書は，2005年６月から８月にかけて行われた市民活動資料を有する図
書館等の機関および市民活動団体などの団体に関するアンケート（うち回答のあった202の機関・
団体について結果を掲載），および同年８月から11月にかけて行われた現地調査の結果をもとにし
ている。現地調査の対象となった機関は，埼玉大学共生社会研究センター（調査当時の呼称）など，
「1960年代以降の市民運動・住民運動，近年のNPO・NGO活動の資料をかなり多量に所蔵し，何
らかの形で利用に供している（一部準備中のところを含む）」17の機関・団体を対象にしたものと
いう。同研究会の代表である平川千宏は，市民活動資料の「重要性を考え，資料をどうするか――
どこに保存し，どのように整理し，どのように利用できるか，ということの検討」を始めたが，そ
の前提として「資料が全国的にどのような状況にあるのかを把握する」ためにこの調査を始めたの
(17) 2002年以降の収集資料の内訳については，前掲「『市民活動資料センター』建設に向けて　募金のお願い」の
追記を参照。
(18) このアーカイブズの設立経緯については，『現代における環境アーカイブズの社会的意義と役割：環境アーカ
イブズ資料公開室オープン記念シンポジウム』（法政大学サステイナビリティ研究教育機構，2013年，非売品）
に収録された，舩橋晴俊のあいさつを参照。
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だという（19）。
また，研究者によってまとめられた報告書として，「1970年代の市民・住民運動が蓄積した資料
の整理・活用の道を探る」刊行委員会の編集・発行による『1970年代の市民・住民運動が蓄積し
た資料の整理・活用の道を探る―資料の持つ代替不可能な価値を活かすために―』が2009年３月
31日に刊行された。この報告書は，トヨタ財団による2006・2007年度の助成を受け，友澤悠季
（当時，京都大学農学研究科博士後期課程）を研究代表者とする共同研究者たち，および沖縄大学
地域研究所などに残された，宇井純の所蔵資料の整理・目録化作成チームによる合作である。
内容は友澤による「プロジェクトの概要」，共同研究者たちにより寄せられた資料論編，目録化
作成チームによる実践編，そして作成された目録を収録した目録編からなる。資料論編は，実際に
様々な分野でフィールドワークをこなしてきた第一線の研究者たちによって記されたもので，アー
カイブズ学の視点から見ても，示唆に富む部分が多い。また，資料調査の実際の方法なども具体的
に記されており，非常に注目すべき報告書といえよう。
（3）資料の活用をめぐって
また，資料の活用という点で事例を紹介すると，「資料センターの会」の500箱の中にあった資
料に関して，『小平市史』が編さん事業で活用した事例をあげることができる。近現代編の監修者
であった大門正克によれば，「資料センターの会」所蔵資料の中で「障害者（児）の権利を守り生
活の向上をめざす小平の会」から毎月１回発行されていた『めざす会ニュース』と，市内の福祉作
業所である「あさやけ作業所」が発行していた『あさやけだより』が「決定的に重要だった」とい
う。
小平市において，住民運動のあり方が大きく変化したのが70年代から80年代にかけてであり，
「めざす会」が73年から活動を開始し，「あさやけ作業所」が74年から活動を開始した。小平市で
はこの時代に「福祉の激動の時代」が続くことになる。
「資料センターの会」の資料を活用することで，『小平市史　近現代編』は福祉の運動の時代の意
味を鮮明にしたのみならず，小平市民の歴史にかかわる活動を地域の歴史意識の形成・蓄積として
位置づける『小平市史　近現代編』の視点が「資料センターの会」の存在の意味を照らし出した。
その点で，「資料センターの会」の活動は，それ自体が地域における歴史意識を育むものと言えよ
う（20）。
おわりに――残された課題
以上，戦後から現在にかけて，市民活動資料の保存・調査・歴史を非常に大雑把ではあるが振り
返ってみた。最後に，残された課題について記すことにしたい。
まず，市民活動資料の置かれている現状については，いくつかの先進的な事例はあるものの，概
(19) 『全国調査報告』の「はじめに」を参照。
(20) 「資料センターの会」編集・発行『市民アーカイブ』№４，2013年11月15日，５－６頁を参照。
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して厳しいと言わざるを得ない。『全国調査報告』の「調査の分析」に掲載された「調査対象別の
まとめ」では，現地調査の機関・団体であっても，資料が保存されている「環境は決して万全の状
態とはいえず，財政，人手などの根本的な問題を抱えているところも多い」。また資料の「公開準
備中のところでは，将来の展望に不安を抱えているところもある」。
加えて，アンケート調査の８割を占める市民活動団体，団体関係者からは，資料の整理状況につ
いて「整理中，未整理のところもけっこうあ」り，検索手段については，「出来ていないところが
圧倒的に多い」。また，このグループの３分の２以上を占める任意団体・個人では，資料を将来
「移管したい」「処分したい」としており，「よりきびしい状況にあることがみてとれる」（21）。
また，公的な支援を受けて成立した組織であっても，行政組織の事情によって，あっさりと廃止
されてしまうところもある。たとえば，大阪市中央区北浜の大阪府立労働センター「エル・おおさ
か」４階にある大阪産業労働資料館（通商エル・ライブラリー）は，公益財団法人の大阪社会運動
協会（以下，社運協と略称－引用者）が運営する資料館であるが，戦前・戦後の大阪地域の労働運
動の貴重な資料を数多く所蔵している。そして，2000年に大阪府が，それまで運営してきた大阪
府労働総合情報プラザの図書館の運営を社運協に委ねたいと申し入れてきたことで，社運協は
2006年４月以降，自らの資料室を「大阪社会運動資料センター」として閲覧室を設け，貴重書な
どの閲覧もできるようにした。ところが橋下徹大阪府知事（当時）の財政再建プログラムの一環と
して，年間２千万円以上あった補助金が，2008年度以降全額打ち切りになった。そこで社運協は
独力での図書館運営を決定，大きな痛みを伴いながら，社会運動センターをリニューアルし，会員
制図書館としてエル・ライブラリーとして生まれ変わらせた（22）。エル・ライブラリーはまだ幸運
であるともいえようが，このように財政状況によって，存続のあり方が決まってしまうのも大きな
問題点の一つと言えよう。
これらのような状況がまかり通る背景には，道場親信が言及するように，多様なる市民活動資料
に関しては，「図書館の分類とは異なる整理法が必要になり，かつ前近代資料のような文書中心と
もことなる体系が必要になる」にもかかわらず，「博物館・資料館ではよほど歴史的評価が定まっ
ているか，地域における理解が裏付けとして存在している出来事・運動以外の資料は受け入れない
という傾向」があり，「図書館でも整理や保管などの扱いに困るため，図書資料とは扱いを異にす
る資料群の（とりわけ「現代」のそれに関しては）受け入れに消極的である」という事情がある（23）。
また，アーカイブズ学でいわれる「構造分析による目録編成」に関しても，住民図書館の運営委員
であった矢澤直子からべ平連（ベトナムに平和を！　市民連合）資料を題材として疑問点が指摘さ
れている（24）ように，従来のアーカイブズ学で把握可能か否かの問題もある。
(21) 『全国調査報告』，119－120頁を参照。
(22) 社運協のサイト（http://shaunkyo.jp/shaunkyo/history.html）（2014年１月10日中村確認）および松岡前掲書，
35－42頁を参照。
(23) 道場親信「市民・住民運動資料論の展望と課題」（「1970年代の市民・住民運動が蓄積した資料の整理・活用
の道を探る」刊行委員会の編集・発行『1970年代の市民・住民運動が蓄積した資料の整理・活用の道を探る―
資料の持つ代替不可能な価値を活かすために―』2009年３月），11頁を参照。
(24) 矢澤直子「市民運動資料の動的・ニューロン的性格とアーカイブズ論―べ平連資料を題材に―」（平成12年度
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しかし，大濱徹也が指摘するように，アーカイブズを守護することは「それぞれが生きて在るか
けがえのないコミュニティの場から，多様な記憶を想起し，共有していく営みを保障し，民族・国
家のあるべき明日を手にすべく，開かれた社会，開かれた国家や民族を希求する方途」であり，
「多様な価値観を包含する器として存在してこそ，アーカイブズは輝くことができる」（25）。そのた
めにも，市民活動資料の把握が必要にして不可欠なのではなかろうか。
なお，本稿では紙幅の関係もあり，多様な事例を盛り込むことができなかった。不足の点につい
てご指摘を賜れば幸甚である。
（なかむら・おさむ　藤沢市文書館史料専門員）
資料管理学研修会リポート），2000年11月28日参照。ちなみにこの論文はべ平連のサイト（http://www.jca.apc.
org/beheiren/saikinbunken24YazawaReport.htm）からダウンロード可能である。
(25) 大濱徹也『アーカイブズへの眼―記録の管理と保存の哲学―』（刀水書房，2007年），７頁を参照。
